
市職員の給与を公表市職員の給与を公表

①有害物等取扱手当②危険作業手当③死体処理作業手当④清掃手当⑤税務業務等手当⑥社会福祉事業現業手当⑦図
書館車運転手当⑧建築指導手当⑨特殊技術作業手当⑩年末年始手当⑪災害出動手当⑫緊急対応手当（病院以外）⑬変
則勤務手当（病院以外）⑭不規則勤務手当⑮医師手当�変則勤務手当（病院）�緊急対応手当（病院）�診療業務手当

◆人件費の状況（平成１５年度普通会計決算）
１４年度の
人件費率

人件費率
（Ｂ/Ａ）

人　件　費
（Ｂ）実質収支歳　出　額

（Ａ）
平成１６年４月
１日現在の人口

２３．１％２２．５％１１７億７９５９万７千円９億４１８８万５千円５２２億４６８７万７千円１６８，０３９人

（注）１．人件費…予算科目のうち報酬、給料、職員手当、共済費（地方公務員等共済組合負担金）、災害補
償費（地方公務員災害補償基金負担金）の５つの項目と職員互助会交付金で構成。一般職（一般
行政職及び技能労務職）だけでなく、市長等の常勤特別職や市議会議員、各種審議会委員等の
非常勤特別職に係るものも含まれます

　　２．人件費のうち経常的なものは、給与費の抑制措置や職員定数の削減により減少傾向にありま
すが、定年退職者等の数により退職手当が変動するため、総額では年度により若干の増減がみ
られます

◆職員給与費の状況（平成１６年度普通会計予算）
１人当た
り給与費
（Ｂ／Ａ）

給与費　　計　８５億８５３万８千円（Ｂ）職　員　数
（Ａ）

期末・勤勉手当職員手当給　　料

７６５万円２２億４４万９千円１４億７，７４０万８千円４８億３，０６８万１千円１，１１２人（１４人）

（注）１．職員給与費…左表「人件費の状況」に掲げた人件費のうち、教育長を除く一般職（一般行
政職及び技能労務職）に係る人件費。ただし、職員手当、共済費（地方公務員等共済組合負
担金）、災害補償費（地方公務員災害補償基金負担金）及び職員互助会交付金は除きます

　　２．期末・勤勉手当…毎月６月・１２月・３月に支給される一時金（ボーナス）。平成１６年度の支
給月数は期末手当が年間３．２５月、勤勉手当が１．１５月で合計４．４０月となっています

　　３．職員手当の主なものは、扶養手当１億５４７８万５千円、調整手当５億６０４０万３千円、住居手
当２億３千円、時間外勤務手当２億１８８万９千円、管理職手当２億３３３２万６千円などです

　　４．（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆職員の初任給（給料）の状況（平成１６年４月１日現在）
国都日　野　市

区　分
採用２年後初任給採用２年後初任給採用２年後初任給

１９８，６００円
１８４，４００円

�種１７９，８００円
�種１７０，７００円２０３，６００円１７９，８００円２０１，７００円

（１９７，６６６円）
１７９，８００円
（１７６，２０４円）大学卒一

般
行
政
職 １４８，５００円１３８，８００円１５３，３００円１４４，０００円１５３，３００円

（１５０，２３４円）
１４４，０００円
（１４１，１２０円）高校卒

　　１６０，０００円
（１５６，８００円）

１４３，４００円
（１４０，５３２円）技能労務職

（注）日野市の（　）内は、給料減額後の支給月額です

◆職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成１６年４月１日現在）
技　能　労　務　職一　般　行　政　職

区　分
平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額

４１歳３カ月４３１，２０４円３４３，５５３円４３歳６カ月５１１，０１５円３６８，１５５円日野市

４７歳０カ月４３２，３０２円３３５，４０７円４３歳４カ月４７１，８９６円３６１，１７７円都

（注）１．平均給与月額…給料に諸手当を加えたものの平均月額。ただし期末・勤勉手当（一時金）は除きます
　　２．日野市や都の技能労務職には、国にはない清掃などの業務に従事する職員も含まれています

◆一般行政職の等級別職員数の状況（平成１６年４月１日現在）
計１　級２　級３　級４　級５　級６　級７　級８　級９　級給与等級

定型業務
の 主 事

相当な業
務の主事

相当高度
な業務の
主 事

主 任係 長困難な業
務の係長課長補佐課 長部 長標準的な

職務内容

６９５人
（６人）２人１４人２１１人

（４人）
１６４人
（２人）７８人７８人６６人６０人２２人職 員 数

１００％
（１００％）０．３％２．０％３０．４％

（６６．７％）
２３．６％
（３３．３％）１１．２％１１．２％９．５％８．６％３．２％構 成 比

１００％
（１００％）０．３％１．７％３９．８％

（７０．０％）
１５．８％
（３０．０％）９．５％１２．８％８．０％９．２％２．９％１年前の

構 成 比

（注）１．市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です
　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です
　　３．（　）内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

主な増減理由対前年
増減数

職　員　数区　　分

１６年１５年部　　門

組織改正に伴う事務事業の見直しによる増員等
税総合システムの本格稼動に伴う担当職員の減員
西部子ども家庭支援センターの新設等
第２次行財政改革大綱に基づく事務事業の見
直しによる減員等（ごみ処理）

観光行政担当の新設
組織改正に伴う事務事業の見直しによる減員等

０人
１１人
△１人
１人

△６人

０人
０人
１人

△１２人

９人
１８３人
６２人
３６６人
９０人

３人
８人
３人
１２４人

９人
１７２人
６３人
３６５人
９６人

３人
８人
２人
１３６人

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生

労 働
農 水
商 工
土 木

一 般 行 政
部 門

△６人
（△１人）

８４８人
（１２人）

８５４人
（１３人）

小 計

第２次行財政改革大綱に基づく事務事業の見
直しによる減員等（幼稚園教諭・中学校給食
調理の一部民間委託）

△１６人２６６人２８２人教 育
特 別 行 政
部 門

△２２人１１１４人１,１３６人計普 通 会 計

看護職等のスタッフの充実
組織改正に伴う事務事業の見直しによる減員
第２次行財政改革大綱に基づく事務事業の見
直しによる減員等（水道事業担当）

９人
△２人
△３人

２８７人
１８人
８５人

２７８人
２０人
８８人

病 院
下水道
その他公営企業等

会 計 部 門

４人３９０人３８６人計

△１８人１,５０４人１,５２２人合　計

（注）１．教育長を含む一般職（一般行政職・技能労務職）全体の職員数です。条例上は定数外となる職員
（一部事務組合及び外郭団体への派遣職員、病気等による休職中の職員）の取り扱いは、次のと
おりです

　　　①一部事務組合及び他の地方公共団体への派遣職員５人については、集計から除外
　　　②日野市の外郭団体への派遣職員及び病気等による休職中の職員については、普通会計の各

部門の集計に算入
　　２．上記１の条例上の定数外職員①及び②を除外した一般職の職員数は、教育長を含め、平成１５年

度が１，５０９人、１６年度が１，４８６人となっています
　　３．市立病院の職員定数は、第２次行財政改革大綱・実施計画に基づく定数削減とは別に管理し、

適正な人員配置を計画しています
　　４．（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです

◆特別職の報酬等の状況（平成１６年４月１日現在）

期末手当給料報酬の月額区　　分

６月期　１.８５月
１２月期　１.９０月
３月期　０.５０月
　計　　４.２５月

９９０，０００円
給　

料

市 長

８４５，０００円助 役

７８５，０００円収 入 役

６月期　２.１月
１２月期　２.５月
３月期　０.５月
　計　　５.１月

６２５，０００円

報　

酬

議 長

５６０，０００円副 議 長

５５０，０００円常 任 委 員 長

５５０，０００円議会運営委員長

５４５，０００円議 員

◆定員適正化計画の年次別進ちょく状況（実績）の内訳 （各年４月１日現在）
◎一般行政部門

主な増減理由

第２次計画
（平成１５年～平成２０年）

第１次計画
（平成１２年～平成１４年）区　分

部　門
平成１５年
～１６年計
（C）

平成１６年
（実施
２年目）

平成１５年
（実施
１年目）

平成１２年
～平成１４
年計

平成１１年
（計画年
度）におけ
る職員数

（減員理由）
・第２次行財政改革大綱
に基づく事務事業の見
直し

１１　　減 員

議 会
　　　増　員

△１△１　　差　引
９９９１０１０職員数
（減員理由）
・第２次行財政改革大綱に基
づく事務事業の見直し

（増員理由）
・組織改正に伴う事務移管等

１８７１１２２　減 員

総 務
３０１８１２１０　増　員
１２１１１△１２　差　引
１８３１８３１７２１７１１８３職員数

（減員理由）
・税総合システムの本格稼
動に伴う担当職員の減員

（増員理由）
・税総合システムの推進

１１　２　減  員

税 務
１１　　増　員

△１１△２　差　引
６２６２６３６２６４職員数
（減員理由）
・事務事業の見直し
・欠員不補充
（増員理由）
・法令基準の充足
・土曜開庁の推進等によ
る業務増

１７１２５１７減  員

民　生
１９１３６１７　増　員

２１１０　差　引

３６６３６６３６５３６４３６４職員数

（減員理由）
・第２次行財政改革大綱に
基づく事務事業の見直し

（増員理由）
・欠員補充

６６　４　減　員

衛 生
２２２　増　員

△４△６２△２　差　引

９０９０９６９４９６職員数

（増員理由）
・外郭団体へ派遣

　　　減　員

労 働
１１　　増　員
１１　　差　引
３３３２２職員数
　８８８８８職員数農 水

（増員理由）
・観光行政担当の新設

　１　減　員

商 工
１１　　　増　員
１１ 　△１　差　引
３３２２３職員数
（減員理由）
・組織改正に伴う事務移
管等

（増員理由）
・業務サポートチーム増員

１４１３１９　減　員

土 木
５１４７　増　員

△９△１２３△２　差　引
１２４１２４１３６１３３１３５職員数

◎特別行政部門

（減員理由）
・第２次行財政改革大綱に基づ
く事務事業の見直し…中学校
事務職員の引き上げ・中学校
用務員完全１校１人化・中学
校給食６校の民間委託

（増員理由）
・中学校事務集中管理化
・児童増加による食数増

４４２１２３６１　減　員

教　育
７５２７　増 員

△３７△１６△２１△５４　差 引

２６６２６６２８２３０３３５７職員数

◎公営企業等（市立病院を除く）

（減員理由）
・事務事業の見直し

２２　１　減  員

下水道 　　　増　員
△２△２　△１差　引
１８１８２０２０２１職員数
（減員理由）
・第２次行財政改革大綱
に基づく事務事業の見
直し…水道事業

（増員理由）
・保険税担当職員の増員

４４　１　減　員

その他
２１１１　増　員

△２△３１０　差　引

８５８５８８８７８７職員数

◆昇給期間短縮の状況
合　計技能労務職一般行政職区　　　分年　度

９５６人２５９人６９７人職員数（Ａ）
平 成
１４年度

９２人３１人６１人普通昇給期間を短縮して昇給した職員数（Ｂ）

９．６２％１１．９７％８．７５％比率（Ｂ／Ａ）

９３２人２３７人６９５人職員数（Ａ）
平 成
１５年度

７６人１０人６６人普通昇給期間を短縮して昇給した職員数（Ｂ）

８．１５％４．２２％９．５０％比率（Ｂ／Ａ）

（注）１．昇給期間短縮…通常１２カ月とされる普通昇給（定期昇給）の期間を短縮して昇給させる
措置のことをいいます

　　２．平成１２年度から、保育士・児童厚生員等の福祉職を一般行政職から除外しています

◆職員給与費の概要（国等との比較）
給料　仕事の内容や責任に応じて給料表、級などによって区分されており、民間の基本給に相当するもの
扶養手当

国日　野　市区　　分

１３，５００円１７，５００円配 偶 者

２人まで１人につき　６，０００円
その他１人につき　　５，０００円
１６歳～２２歳の子　５，０００円加算

１人につき　８，４００円
１６歳～２２歳の子　５，２００円加算扶養親族

調整手当…民間における賃金や物価が特に高い地域に勤務する職員に支給される手当

国都日　野　市区 分

地域区分により給
料・扶養・管理職手
当の１２％～０％（日
野市地域は３％）

地域区分により給
料・扶養・管理職手
当の１２％～０％（日
野市地域は１２％）

給料・扶養・管理職手当の１０．５％支 給 率

全　職　員支 給 対 象 職 員

３９，９６５円（平成１５年度）１人当たり平均支給額

住居手当

国日　野　市

賃貸住宅の場合、最高２７，０００円を限度。
自己所有住宅の場合、２，５００円

１５，５００円（職員が住居を同一にする場合
２人目以降８，５００円）

通勤手当

国日　野　市区　　　　分

通勤距離に応じて支給通勤距離に応じて支給交通用具利用

実費（５５，０００円を限度）実費（６ヵ月定期券分を一括支給）交通機関利用

その他　管理職手当等

時間外勤務手当

１５年度１４年度区 分

３億３，５３０万２，２６９円３億６，８０３万５２０円支 給 総 額

２２０，８８４円２４０，０７７円１人当たり平均支給年額

特殊勤務手当　著しく危険、不快、不健康、その他の特殊な勤務についた時に支給されるもの

４７．５％職員全体に占める手当支給職員の割合　

年
度
決
算

１５
２９５，７７２円支給対象職員１人当たり平均支給年額

支給額の多い手当＝①変則勤務手当（看護師）②医師手当③診療業務手当④清掃手当⑤緊急対応手当（病院）

多くの職員に支給されている手当＝①不規則勤務手当②変則勤務手当（看護師）③変則勤務手当（保育園）
　　　　　　　　　　　　　　　　④税務業務手当⑤清掃手当

（注）１．医師に支給された特殊勤務手当（医師手当等）を除いた１人当たりの平均支給年額は１５５，３６３円です
　　２．特殊勤務手当は１８種類あります

期末手当・勤勉手当（民間のボーナスに相当する手当）

国都日　野　市
区　分

計勤　勉期　末計勤　勉期　末計勤　勉期　末

２．１０月
（１．１０月）

０．７０月
（０．３５月）

１．４０月
（０．７５月）

２．０５月
（１．００月）

０．４５月
（０．２５月）

１．６０月
（０．７５月）

１．９０月
（１．００月）

０．６月
（０．２５月）

１．３０月
（０．７５月）６月期

２．３０月
（１．２０月）

０．７０月
（０．３５月）

１．６０月
（０．８５月）

２．１０月
（１．２０月）

０．４５月
（０．２５月）

１．６５月
（０．９５月）

２．００月
（１．０５月）

０．５５月
（０．２５月）

１．４５月
（０．８０月）１２月期

－－－０．２５月
（０．１０月）－０．２５月

（０．１０月）
０．５０月
（０．２５月）－０．５０月

（０．２５月）３月期

４．４０月
（２．３０月）

１．４０月
（０．７０月）

３．００月
（１．６０月）

４．４０月
（２．３０月）

０．９０月
（０．５０月）

３．５０月
（１．８０月）

４．４０月
（２．３０月）

１．１５月
（０．５０月）

３．２５月
（１．８０月）計

（注）１．日野市・都・国のいずれにも、職制上の段階・職務の級等による加算措置があります
　　２．（　）内は再任用職員に係る支給割合です

退職手当の状況

国都日　野　市
区　　　分

定年等退職普通退職定年等退職普通退職定年等退職普通退職

２７．３０月
４２．１２
５９．２８

２１．０月
３３．７５
４７．５

３５．０月
４５．５
５９．２

２４．２５月
３２．５
４９．７５

３５．０月
４５．５
５９．２

２４．２５月
３２．５
４９．７５

勤続２０年
　　２５年
　　３５年

支
給
率

５９．２８５９．２８５９．２５０．０５９．２５０．０最高限度

　　２，８４２万円２４１万円２，８４７万円５０１万円退職者１人当たりの平
均支給額（１５年度）

・定年前早期退職特例措
　置（２％～２０％加算）

・定年前早期退職特例措
　置（２％～２０％加算）

・定年前早期退職特例措
　置（１２％～３０％加算）

その他の
加算措置

整理退職等の場合
１号俸

公務上の死亡・整理退職
等の場合　１号給定年等退職の場合１号給退職時特別昇給

（注）１．日野市と都の支給率については、経過措置期間が終了する１７年度以降のものです
　　２．普通退職とは自己都合などによる退職をいい、定年等退職とは、定年（原則６０歳）または勧奨などに

よる退職をいいます
　　３．日野市の支給率は、平成１３年度から引き下げを実施しており、普通退職については平成１３年度に、

定年退職については平成１７年度に都と同率になります

◆職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　　　（平成１６年４月１日現在）平成１６年度平成１６年度

　国の人事院は、本年度の民間と公務員との給与を比較した結果、ほぼ均衡するとし、月例給、ボーナス
ともに改定を行わないこととしました。前年水準を維持する勧告を公表したのは６年ぶりのことです。
　このような状況を踏まえ、広報今号では、市職員の給与や定員等の状況について、市民の皆さんにご理
解していただくために、その概要をお知らせするとともに、あわせて財政健全化へ向けたこれまでの取り
組みと今後の方向性をお知らせします。この公表の内容は、国からの通達の公表基準に加え、市独自に上
のせした内容となっています。 .................................................................................................................. （職員課）

日野市のラスパイレス指数は
減少傾向

第２次定員適正化計画により
２年間で３９人削減人件費割合は東京都２６市中

１０位（平成１５年度決算）

　平成１５年４月１日現在の、日野市一般行政職
（一般職のうち事務職員等の行政職）の給料月額の
水準は、国のそれを１００とした場合に１０２.８でした
（ラスパイレス指数・注）。これは前年度の１０５．３
（全国１０番目）を２．５ポイント下回るものになって
います。
　総務省は毎年ラスパイレス指数の高い市町村に
ついて上位２０団体を公表しています。平成１４年度
まで日野市は全国上位に位置してきましたが、現
在はかなり改善されました。平成１６年度の指数は
１００を下回ることが見込まれます。
　この背景には、給与抑制に向けた努力の成果が
あります。すなわち、給料表の職務給化により職
務と責任に応じた給与体系を導入したことや、人
事院勧告に基づく削減に加え、日野市独自に給料
の一律２％削減を実施したことなどが大きな要因
でしょう。

　日野市はこれまでにも行財政改革に努め、給与
削減等の取り組みを行ってきましたが、市税収入
の減少傾向が続いており、財政の構造的健全化に
はなお課題が残るところです。
　市では平成１５年度から人事院勧告に基づく削減

　平成１５年度決算では、普通会計（注）に占める
人件費の割合は２２．５％で東京都２６市中比率の高い
順で１０位となっています（前年度は８位）。これを
経常収支比率でみると市税等の経常一般財源の
３３．３％を人件費に充てていることになり、昨年度
に比べその比率は下がってはいるものの、人件費
は財政を圧迫している大きな要因といえます。

（注）ラスパイレス指数…毎年４月１日を基準日とする地方
公務員給与実態調査をもとに、国が確定した数値を公表して
いるもので、給与水準の一つの目安となるもの。ただし、作
業員等の技能労務職については、ここに含まれていません

�給与抑制に一層の努力を
　成果があがっているとはいえ、財政運営の厳し
い状況下、各市も同様な改善を行っているように、
日野市もこれまで以上の給与抑制措置を進めてい
かなければなりません。実際に平成１６年度も、給
与削減の具体的な取り組みを行っています。

給料一律２％削減

給与等の削減～特別職の
期末手当を引き下げ

〈特別職〉
　市長、助役、収入役及び教育長の期末手当につい
て０．２５月、また毎月の給料について昨年度に続き市
長１０％、助役７％、収入役・教育長４％の減額措置
を取っています。
〈一般職〉
　期末手当について国と同様に０．２５月引き下げを行
いました。
　また、配偶者及び配偶者のいない者の第一子に
１８，０００円支給していた扶養手当について５００円の引
き下げを行い、１７，５００円（月額）としました。

退職手当の引き下げ
　定年等退職の際に支給される退職手当の最高支給
率（月数）を６２．７月から５９．２月に削減しました。
　また、削減前は勤続３３年で最高支給率に達したも
のを、勤続３５年にならないと達しないものとしまし
た。なお、経過措置として平成１７年３月３１日までに
退職する者に限り、最高支給率を６１.５３月としていま
す。

　人件費率を抑え財政の硬直化を緩和させるため、
平成１４年度から第２次定員適正化計画に基づく職員
定数の削減を行ってきました。計画では、平成２０年
度までに１３０人を削減することになっていますが、
２年間で３９人削減しました。
　しかし、職員数の削減により市民サービスの低下
が生じることが決してないよう、職員の適正な配置
等も併せて行っています。
〈主要な削減内容〉
・組織改正に伴う事務事業の見直しによる減員
・税総合システムの本格稼動による減員
・ごみ処理業務の民間委託化へ向けての減員
・学校給食の民間委託化（１６年度は中学校３校、１７年
度に残り２校委託により中学校は全校委託化）
・公務員以外でも出来る仕事の積極的な民間委託化

　今号では、現在の厳しい社会経済情勢を踏まえ
た、市職員の給与削減の取り組みについてお知らせ
してきました。
　今後も限られた財源の下で職員が生き生きと働け
るよう、職務・職責や実績に応じた処遇を確保する
とともに、給与抑制に向けて次のような取り組みを
積極的に行っていきます。
・職員定数の削減継続
・退職時特別昇給の廃止
・高齢者対策（５５歳昇給停止）
・人事評価制度の実施及び成績率の導入
・昇任試験の実施
・住居手当・特殊勤務手当など諸手当の適正化及び
廃止

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の
（
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
）

１６

一
定
の
時
期
に
支
給
さ
れ
る
も
の
（
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
）

１６

勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

給与費３年間で１０億円減額
　給料表の変更、職員数の削減等に努めた結果、１０
億円の減となり財政的に良い結果をもたらしました
が、税収等厳しい状況から更に減額し、市民サービス
の向上に努めていきたいと考えています。

に加え、独自に全職員の給料の一律２％削減を行っ
ています。

◆定員適正化計画の数値目標及び進ちょく状況
　この表の「定員適正化計画」は平成１１年８月策定の第２次日野市行財政改革大綱により作成してお
り、その中で平成１４年６月に新病院として開院した市立病院については、総合病院経営健全化計画に基
づいて別途管理するため、計画から除かれています。
①定員適正化目標（数値・率）
《第１次計画》平成１１年度～平成１３年度の３年間で一般行政部門及び特別行政部門を８０人削減する。
　削減率は計画年度における一般行政部門及び特別行政部門職員全体（１，２３４人）の６．５％を目標とする。
《第２次計画》平成１４年度～平成２０年度にさらに１３０人を削減し、最終的な削減率は計画年度における
一般行政部門及び特別行政部門職員全体（１，２３４人）の１７．０％を目標とする。

　※なお、上記の《第２次計画》については、平成１６年度をもって終了し、平成１７年度からの新たな計
画を策定します

②定員適正化手法の概要
　�配置基準及び事務事業の見直し　�定数配置に伴う職員の配置転換　�民営化、業務委託、外郭団
体等の活用　�再雇用職員、市政嘱託、臨時職員、市政協力員（ボランティア）の活用

③定員適正化計画の年次別進ちょく状況（実績）の概要（各年４月１日現在）

第２次計画（平成１５年～平成１６年）第１次計画（平成１２年～平成１４年）

区　分

部　門

達
成
率

（
C
/
D
）

目
標
（
D
）

平
成　

年
〜

１５

　

年
計（
C
）

１６平
成　

年
１６

（
実
施
２
年
目
）

平
成　

年
１５

（
実
施
１
年
目
）

達
成
率

（
A
/
B
）

目
標
（
Ｂ
）

平
成　

年
〜
平

１２

成　

年
計（
Ａ
）

１４
平
成　

年
（
計

１１

画
年
度
）
に
お

け
る
職
員
数

５７３９１８　　５５　減  員

一般行政
５９３３２６　　３６　増 員

△２５．０％△８２△６８３６.５%△５２△１９　差 引

８４８８４８８５４　　８４６８６５職員数

４４２１２３　　６１　減 員

特別行政
７５２　　７　増 員

１４２．３％△２６△３７△１６△２１１９２．９%△２８△５４　差 引

２６６２６６２８２　　３０３３５７職員数

６６０　　１　減 員

公営企業等
（市立病院
を除く）

２１１　　　　増 員

－－△４△５１－－△１　差 引

１０３１０３１０８　　１０７１０８職員数

１０７６６４１　　１１７　減 員

合　　計
６８３９２９　　４３　増 員

１１４．７％△３４△３９△２７△１２９２.５%△８０△７４　差 引

１．２１６１．２１７１．２１７１,２４４　１,２５０１,２５６１,３３０職員数

（注）平成１４年６月に開院した新市立病院については、別途管理することになっています

（注）普通会計…全国一律の基準で地方の財政状況を把握し、
相互に比較できるように国が導入している会計概念。日野市
の場合、一般会計から老人保健医療事業関係経費を除き、下
水道事業特別会計のうちの都市下水路関係経費、土地区画整
理事業特別会計を加えたものが普通会計となります

�人件費割合を当面２２％に
　市では行財政改革の中で、歳出（一般会計）に
占める人件費の割合を２２％とするよう具体的な目
標を掲げており、この目標を達成していくため、
他市に比べて職員数が非常に多い施設職員の減員
をしなければなりません。具体的には児童館、学
童クラブ、市立保育園・幼稚園及び学校給食の運
営形態ならびに清掃事業運営形態について今後検
討を行っていくことが必要と考えています。

給与月額の水準給与月額の水準

人件費の状況人件費の状況
職員定数削減へ向けて職員定数削減へ向けて

今後の取り組み今後の取り組み

給与抑制の取り組み給与抑制の取り組み

ことしは日野宿開設４００年
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